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大阪市立大学法学研究科 平 覚（たいら さとる）教授の研究チ

ームは、大阪税関と共同で「韓国の積極的な FTA 戦略の現状と課題

―日本の通商戦略への示唆―」と題する研究成果報告書を取りまと

め、公表しました。 

 同研究チームは、日本と同様に積極的な自由貿易協定（FTA）戦

略を展開している韓国における国内実施の問題点を分析・検討する

ため、現地の関係機関におけるヒアリングおよび大阪税関における

共同研究会を実施しました。メンバー各自による個別研究の成果も

加え、このたび報告書としてまとめました。 

  

 本共同研究は、本学が平成 28 年 6 月に大阪税関と締結した包括連携協定※に基づき実施されたも

のです。大学と税関が包括連携協定を締結するのは全国で初めてで、本協定は、相互に協力連携し、

国際貿易の円滑化・活性化に資する研究や人材の育成等を行うとともに、これらの分野で人的・知的

資源の交流を図り、地域社会の発展に貢献することを目指しています。 

 韓国は中小企業での FTA の利用率が高いため、このような研究は我が国における国際貿易の円滑

化・活性化はもちろん、中小企業が多く存在する大阪にとって有益な示唆となることも視野に入れ

ています。 

                ※平成 28 年 6月 10 日プレスリリース: http://www.osaka-cu.ac.jp/ja/news/2016/160610-1 

【研究の背景】 

我が国では環太平洋経済連携協定(TPP)が注目を浴びていますが、我が国と同様に貿易依存度の高

い韓国は、2003 年の FTA ロードマップ策定以来、積極的な FTA 戦略を展開し、多数の 2国間または

複数国間 FTA を締結しており、今後もいわゆるメガ FTA・EPA（Economic Partnership Agreement: 経

済連携協定）への参加を模索しています。しかし、このような FTA 戦略は、各 FTA の貿易待遇の相違

により、スパゲティー・ボール現象と呼ばれる貿易環境の複雑化を招き、例えば、通関業務の複雑

化や最適なグローバル・サプライ・チェーンの構築の困難化などの問題を生じているとされていま

す。 

 本研究は、韓国の FTA 戦略の現状と課題および問題点を分析・検討し、日本の通商戦略および特に

FTA・EPA 戦略への示唆を得ることを目的としました。そのため、韓国人研究者をメンバーに含む共

同研究チームを構成し、韓国の産業界、税関などの行政および研究者へのヒアリングを中心とする現

地調査を行いました。 
 

【共同研究チームについて】 

 上記の現地調査を行うため、さまざまな専門分野の教員・院生から成る研究チームを構成しました。 

 

 ◆平 覚（たいら さとる）（大阪市立大学大学院法学研究科 教授） 
 早稲田大学大学院法学研究科博士課程後期単位取得退学、1987 年神戸商科大学助教授を経て、

1993 年大阪市立大学法学部助教授、1998 年同教授。2004 年法学研究科長・法学部長、同年独立

行政法人経済産業研究所ファカルティーフェローなどを歴任。1992 年ミシガン大学留学、1999

年メルボルン大学留学、2016 年ハンブルグ大学協定交流派遣教員、専門は、国際経済法。 

日本の通商戦略および中小企業の多い大阪に有益な示唆 

韓国の積極的 FTA 戦略の現状と課題を分析 
 

プレスリリース 

大阪市大×大阪税関 共同研究成果 

ソウル税関でのヒアリングの様子 

http://www.osaka-cu.ac.jp/ja/news/2016/160610-1


 ◆柳 赫秀（ゆ ひょくす）（横浜国立大学大学院社会科学研究院教授） 
東京大学大学院法学研究科博士課程修了（法学博士）、1989 年横浜国立大学経済学部助教授を経

て、1998 年同国際社会科学研究科、2014 年同国際社会科学研究院教授、2009 年法学系委員長・大

学評議員など歴任。ハーバード・ロー・スクール客員研究員(1995-1996)、ジョンズ・ホプキンス

大学高等国際問題研究大学院客員研究員(2003-2004)、専門は国際法・国際経済法（国際開発）・

日韓関係。 

 

 ◆その他のメンバー 

  福 本  渉（増田・飯田法律事務所職員） 

  中野 健一郎（大阪市立大学大学院法学研究科研究生）  

  金  勁 佑（横浜国立大学大学院社会科学研究院博士課程）  

  茨田  陽一（横浜国立大学大学院社会科学研究院修士課程・横浜税関職員） 

 

【報告書の概要】 

 報告書は以下のような構成になっています。 

１．「韓国実地調査（ヒアリング）報告書」 

  2017 年 3月にソウル税関、韓国産業経済研究所及び韓国中小企業中央会を訪問。FTA の執行体制

と FTA 利用率、中小企業が直面している問題点や FTA の利用を促進するための支援策、関税士・原

産地実務士・原産地管理士の役割などについてヒアリングを実施した内容を報告。 

２．「韓国における FTA 活用のための方策―中小企業向けの対策を中心に―」 

  多数の FTA が併存する複雑な状況下で、中小企業のためのコンピューター・ネットワークを活

用した FTA 利用推進策や原産地実務士などの資格制度の拡充により我が国より高い FTA 利用率を

達成している韓国の実情を分析。我が国への示唆として人的ソースを使った支援が効果的であるこ

とを指摘。  

３．「韓国の税関行政とその裁量に対する司法審査」 

  FTA の紛争解決機関や WTO 紛争解決機関などの国際的司法機関が、韓国の税関当局の事実認定や

法解釈、具体的な措置の適用とその裁量を、どの程度まで踏み込んで審査しうるのか、いわゆる審

査基準の問題を WTO の先例などを分析しながら検討。「客観的な合理性」の審査が妥当と結論。 

４．「韓欧 FTA における認定輸出者自己証明制度」 

  韓国・EU 間の FTA は、原産地証明についてもっぱら認定輸出者による自己証明制度のみを採用

しており、新世代 FTA の中でも先端的制度といえるが、折しも今年 7月には日欧 EPA が大枠合意さ

れたことも踏まえ、韓欧 FTA のこの制度の実情と課題を考察。我が国への同制度の導入にあたって

の検討素材を提供。 

５．「翻訳『FTA 活用企業の必須ガイド Business Model 40』（韓国関税庁、2015 年）」 

  韓国関税庁発行の FTA 活用事例集から、特に有用であると思われる事例を取り上げ、日本語に翻

訳。 

 

【報告書公開 URL】 

・本学の Web サイト：http://www.osaka-cu.ac.jp/ja/research/distinctive/Osaka_Customs/ 

・大阪税関の Web サイト：http://www.customs.go.jp/osaka/news/index00-3.html 

 

 【研究に関するお問い合わせ先】 
大阪市立大学 URA センター 担当：竹谷 
TEL：06-6605-3550 E-mail：ura-c@ado.osaka-cu.ac.jp 
【取材に関するお問い合わせ先】 
大阪市立大学 広報室 担当：西上 
TEL：06-6605-3411 E-mail:t-koho@ado.osaka-cu.ac.jp 
【大阪税関へのお問い合わせ先】 
大阪税関総務部企画調整室 担当：山下 
TEL：06-6576-3082  E-mail: osaka-kc@customs.go.jp 
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